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く見通し）。在留資格は，技能実習であり，就労期間は 3 年であり（一定条件のクリアで 5 年）求
められる日本語能力は，入国時N4 程度が要件であり，N3 程度が望ましいとされているが，2 年目
にはN3 程度が要件となっている。現在，外国人労働者受け入れ拡大のため，在留資格を新設





































































































































ビュー。外国人介護職員の属性は，Dさんは 26 歳N3 の女性，ベトナムの私立大学を卒業後来
日。日本語学校にて 2 年間学び，介護福祉士養成校に入学。Eさんは 30 歳N2 の男性，ミャン








































　法人全体での新卒職員 10 名のうち 6 名が在留資格介護の者である。本施設における彼ら
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